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八王子市戸吹湯ったり館 管理運営要求水準書 

 

 

１ 総則 

（１）要求水準書の位置づけ 

この水準書は、八王子市戸吹湯ったり館(以下「湯ったり館」という。)

の指定管理者が行う管理の基準及び業務内容等について定めることを

目的とする。 

（２）指定管理者に求めること 

   指定管理者は、利用者に対するサービスの向上、施設管理の効率化及

びコスト削減の観点から、指定管理者の自主性、独自性のある施策等を

展開すること。ただし、公の施設であることを留意するとともに、事前

に市と協議すること。 

  ①利用者数の向上に向けた施策の実施 

公共性、公平性を確保したうえで、利用者を増加させるため、指定

管理者自ら各種の施策を積極的に展開すること。 

  ②自主事業の実施 

指定管理者は、本来の設置目的を妨げない範囲で、収益事業（以下

「自主事業」という。）を行うことができます。 

自主事業の実施にあたっては、八王子市公有財産規則に基づき、使

用許可を受け、八王子市行政財産使用料条例に基づき､市が指定する

使用料を納付すること。また、当該自主事業の実施にあたっては、必

要な関係法令を遵守すること。 

③入退館システムの導入 

サービスの向上、適切かつ効率的な管理を行う観点から、市と協議

のうえ、指定管理者が独自の入退館システムを採用することができる。 

なお、現行の入退館システムを現状のまま、又は一部変更を加え使

用することも可能である。 

（３）業務についての基本方針 

  ①心身の休息の場を提供するために、入浴・休息・飲食・その他のサー

ビスを充実する。 

  ②市民の健康に関する知識の普及を図るために、市民に健康情報を積極

的に発信する。 

  ③市民の健康増進に寄与するために、健康増進事業を推進するとともに、

食からも健康増進を図る。 

 

２ 対象施設の現況 

（１）名称     八王子市戸吹湯ったり館 
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（２）所在地    八王子市戸吹町 1798 番地 

（３）施設の目的  市民に心身の休息の場を提供するとともに、健康に関

する知識の普及を図り、市民の健康増進に寄与する。 

          （八王子市戸吹湯ったり館条例（以下、「条例」とい

う。）第 1 条） 

（４）規模 

  ①建物     鉄筋コンクリート造地上 1 階建て 

          （別紙「平面図」参照） 

  ②延床面積   1,229.13 ㎡ 

  ③敷地面積   20,613.24 ㎡（別紙「配置図」参照） 

 

３ 関係法令の遵守 

    施設の管理（自主事業を含む。）業務を遂行するうえで、関係法令を

遵守すること。特に、下記に示す関係法令については、留意すること。 

（１）法律 

   地方自治法、公衆浴場法、個人情報の保護に関する法、電気事業法、 

消防法、遺失物法 健康増進法、労働安全衛生法 

（２）東京都条例 

   公衆浴場の設置場所の配置及び衛生措置等の基準に関する条例、 

   受動喫煙防止条例 

（３）八王子市条例 

   八王子市戸吹湯ったり館条例、八王子市戸吹湯ったり館条例施行規則 

   八王子市公有財産規則、八王子市行政財産使用料条例 

   八王子市個人情報保護条例、八王子市情報公開条例  

 

４ 維持管理要求水準（総則） 

（１）指定管理期間 

   令和２年（2020 年）4 月 1 日から令和４年（2022 年）3 月 31 日まで 

（２）指定管理者が行う業務の範囲 

  ①湯ったり館の設置目的を達成する運営業務 

  ②湯ったり館の管理に関する業務 

  ③湯ったり館の施設及び設備の維持及び修繕に関する業務 

  ④地方自治法施行令第 158 条第 1 項に基づく、施設使用料の収納事務に

関する事務 

  ⑤管理運営業務のサービス水準向上を目的とする利用者の満足度を調

査し、調査終了後に調査報告書を提出する業務 

  ⑥消防法第 8 条に定める防火管理者に関する業務 
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（３）利用料金 

  ①条例第 5 条、八王子市戸吹湯ったり館条例施行規則（以下、「規則」

という。）第 4 条に基づき、単位及び金額を市長の承認を得て定める

こと。 

（現行の単位及び金額は、大人：700 円／日、中学生以下：300 円／日。） 

②指定管理者は、湯ったり館の利用料金、その他業務による収入を自ら

の収入とし、管理業務の処理に必要な経費に充てること。 

（４）指定管理料 

  ①市は、毎年度の予算の範囲内において、湯ったり館の業務実施に見込

まれる経費から、上記４（３）②に規定する利用料金等の収入見込額

を控除した額を指定管理料として指定管理者に支払うこととし、指定

管理期間中に支払う指定管理料については基本協定書に定めるとと

もに、具体的な金額は、指定管理者と市が協議の上、会計年度ごとに

年度協定で定める。 

   （支払時期、支払方法については、募集要項に記載。） 

  ②指定管理料の上限額 

   115,411 千円／2 年 

   ※上記金額積算における消費税は、10％としている。 

  ③精算について 

   下記については、年度末に指定管理料の範囲内で精算を行うものとす

る。 

   ア 修繕費 

   イ 戸吹清掃工場の蒸気供給が停止したとき運転するボイラーの燃

料代（灯油代） 

   ウ 障害者及びその介助者に対する減免措置額 

   エ 東北地方太平洋沖地震による避難者に対する減免措置額 

  ④経費の過不足について 

   ア 利用料金収入が見込みを下回る等で経費に不足が生じた場合、不

足分は指定管理者の責任において補てんするものとする。 

   イ 利用料金収入が見込みを上回る等により余剰金が生じた場合の

取り扱いについては、市と協議の上、協定において定める。 

    ⑤自主事業に係る経費は、指定管理者の自主採算とし、事業により生じ

る収入は全て指定管理者の収入とする。 

（５）開館時間 

   市長との協議により決定すること。 

（現行の開館時間は、午前 10 時から午後 10 時まで。） 

（６）休館日 

   市長との協議により決定すること。 
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  （現行の休館日は 6 月及び 11 月の第二・第三木曜日。その他の月は、

第三木曜日。ただし、木曜日が祝祭日にあたった場合は、その翌日を休

館とする。） 

（７）管理体制 

   湯ったり館の安全を確保し、適切かつ効率的な管理（自主事業を含む）

を行うとともに、利用者に対する最良のサービスを提供できるよう、次

の職員を配置すること。 

①総括責任者（1 名以上） 

    管理（自主事業を含む。）業務の総合的な調整等を行うとともに、

利用者及び一般職員の安全等を確保するため、開館時間内及び開館、

閉館するにあたり要する時間帯は、必ず 1 名以上常駐していること。 

②一般職員 

    受付・案内等調整業務、清掃及び水質管理業務等に適切かつ的確に

対応し、安全な管理（自主事業を含む。）を行うために必要な人数を

配置すること。 

 

５ 維持管理要求水準（個別） 

（１）湯ったり館の設置目的を達成する運営業務 

    条例第 1 条に掲げる湯ったり館の 3 つの設置目的（次の①～③）を

達成するために、計画をたて、実施すること。また、利用促進のため

に、企画立案業務及び広報宣伝業務を行うこと。 

  ① 市民に心身の休息の場を提供する。 

  ② 健康に関する知識の普及を図る。 

  ③ 市民の健康増進に寄与する。 

（２）湯ったり館の管理に関する業務 

①受付、案内等調整業務 

ア 利用者の安全はもとより、応対は親切丁寧に行うこと。 

イ 利用者のプライバシーが侵害されないよう、利用者を誘導するこ

と。 

ウ 公衆衛生及び安全の確保のために必要な注意事項等を利用者に

周知すること。 

   エ 利用者からの苦情、要望等については、貴重な情報源として受

け止め、苦情等処理簿を作成し、記帳すること。 

  オ 利用者同士のトラブルが発生した場合は、中立な立場で適切に

対応すること。 

   カ 利用者に事故等が発生したときは、速やかに応急処置及び安全

対策を施すこと。 

キ 災害時等の緊急事態が発生したときは、利用者を安全かつ適切に
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誘導すること。 

ク 業務日報等を作成し、業務の引継ぎ等を適切かつ的確に行うこと。 

ケ 施設等における盗難等を未然に防ぐため、館内を定期的に巡回す

ること。 

コ 上記に掲げるもののほか、業務上必要なことについては適切かつ

的確に行うこと。 

②入館拒否等に関する業務 

    次のア～ウに該当するときは、湯ったり館への入館を拒み、又は湯

ったり館の利用を制限し、もしくは退館を命ずることができる。 

ア 他の利用者に迷惑をかけ、又はかける恐れがあるとき。 

イ 法令（条例を含む。）又は市規則に違反し、又は違反する恐れが

あるとき。 

ウ 上記ア、イに掲げるもののほか、管理上支障があるとき。 

（３）湯ったり館の施設及び設備の維持及び修繕に関する業務 

①清掃及び水質管理業務 

    利用者の安全及び快適性を確保するため､公衆浴場法及び関係法令

を遵守し、施設等の清掃及び消毒等を行い、常に良好な環境衛生の

維持に努めること。 

    特に、東京都公衆浴場の設置場所の配置及び衛生措置等の基準に

関する条例で規定する公衆浴場における維持管理基準を遵守し、レ

ジオネラ症発生防止に努めること。 

②警備業務 

    ア 警備業法に基づく機械警備業務を行い、施設等における盗難等

を防止するとともに不法行為を排除し、財産の保全を図ること。  

      イ 施設等が正常に作動しているか常時監視し、異常が発生した場

合は直ちに必要な措置を講ずること。 

③流出抑制施設維持管理業務 

下水道への接続に伴い、許容流出量を調整する施設の定期的な清掃

等を行い、良好な環境衛生の維持に努めること。 

④自家用電気工作物保安管理業務 

電気事業法に基づく保守点検を実施し、電力の安全供給と保安に努

め、施設等の運営に支障が生じないよう努めること。 

⑤消防用設備等保守点検業務 

消防法に基づく消防用設備等の保守点検を実施し、施設等の運営に

支障が生じないよう努めること。 

⑥給排水衛生設備維持管理業務  

蒸気を利用する施設であることを念頭に置き、熱交換器、ボイラ

ー等の設備機器及びこれに附属する配管等については、労働安全衛
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生法等の関係法令を遵守したうえで、365日 24時間体制の遠隔監視、

週 1 回以上の定期的な点検等を実施し、安全を確保すること。 

緊急時に備え迅速かつ適切に対応できる体制を確立しておき、異

常が発生した場合は、施設等の管理運営に支障が生じないよう直ち

に必要な措置を講ずること。 

なお、蒸気供給が停止された場合は、灯油によるボイラー運転に

切り替えること。ボイラー運転の切り替え、緊急時における蒸気供

給の停止時等は、戸吹清掃工場と連携し、迅速な対応ができる体制

を確立しておくこと。 

また、厳寒期におけるボイラー運転時は、湯温の調整に十分注意

すること。 

（参考）直近 3 か年のボイラー運転日数 

    平成 28 年度 19 日間 

    平成 29 年度 25 日間 

    平成 30 年度 46 日間 

⑦空調設備等維持管理業務 

利用者の安全及び快適性を確保するため、定期的な機能点検等を行

い、常に良好な環境を維持できるよう努めること。 

⑧修繕業務 

ア 修繕は、令和２年度（2020 年度）12,100 千円以内、令和３年

度（2021 年度）5,500 千円以内（ともに税込）で、行うこと。 

   平成 29 年度に実施した、湯ったり館劣化診断業務委託報告書

において必須改修案として報告があったが、平成 30・31 年度

（2018・2019 年度）に未措置となっている箇所について、計画

的に修繕を実施すること。 

   ただし、必須改修案以外の箇所で、緊急性が高い破損・損壊

が発生した場合にはその限りでないが、修繕を行う場合には事

前に市と協議すること。 

イ 修繕等を実施した場合は、その方法、時期等を明確にするため、

修繕台帳を作成し、設計書（軽微な修繕等は除く）、写真等を

保存しておくこと。 

⑨備品管理業務 

ア 八王子市備品台帳に記載の備品の取り扱いについては、市の 

財産であることを念頭に置き、適正に管理すること。 

イ 業務上必要な 1 件 5 万円以上の備品を購入する場合は、事前に

市と協議すること。 

ウ 上記イのほか指定管理者に帰属する備品については、「指定管

理者備品台帳」に記帳すること。 
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⑩植栽管理業務 

ア 敷地内の植栽樹木等については、良好な状態を保つよう努める

こと。 

イ 館周辺（別紙「配置図」参照）の除草を年 2 回以上（夏から秋

にかけて）実施すること。 

ウ 中庭等を改造する場合は、事前に市長と協議すること。 

⑪駐車場等管理業務 

ア 駐車場の利用状況に応じ、安全確保のため誘導等必要な措置 

を講ずること。 

イ 駐車場の積雪状況に応じ、安全確保のため除雪作業を行うこと。 

ウ 駐車場をはじめ敷地内は、定期的に見回り、景観を損なわない

よう努めること。 

  ⑫報告業務 

ア 毎月報告するもの 

（ア）管理（自主事業を含む。）業務の実施状況 

（イ）入館者の利用状況 

（ウ）月で集計した収入（種類別）と費用(勘定科目別)の会計報告 

（エ）修繕の実施報告（設計書、写真等を含む） 

＜方法＞翌月 10 日までに、電子メール及び紙ベースで、以上の

各報告を行うこと。（紙ベースの報告は、10 日が市役

所の閉庁日の場合は翌開庁日で可） 

イ 年度終了後報告するもの 

（ア）業務（自主事業を含む。）の収支状況 

（イ）事業の成果等 

＜方法＞年度終了後、翌年度 5 月 31 日までに、電子メール及び

紙ベースで、以上の各報告を行うこと。（紙ベースの報

告は、5 月 31 日が市役所の閉庁日の場合は翌開庁日で

可）※ただし、（ア）については、精算行為が発生しま

すので、4 月末日まで 

⑬その他 

   施設の能力、利用状況等を考慮した施設管理に努めること。 

（４）施設使用料の収納事務に関する事務 

①利用料金の徴収業務 

条例第 5 条第 2 項に基づき、市長の承認を得て定めた利用料金を

徴収する業務 

②利用料金の減免業務  

    条例第 6 条に規定する市長が定める基準に該当した場合に行う減

免業務 



 

  

  - 8 - 

減免基準   

減 免 内 容 減 免 の 額 

指定管理者が、湯ったり館の

利用促進のため必要と認める

場合 

利用料金の全額、又は指定管

理者が必要と認める額 

市又は指定管理者が、条例第

1 条の設置目的を達成するため

の事業を湯ったり館において

実施する場合 

利用料金の全額、又は指定管

理者が必要と認める額 

身体障害者手帳、愛の手帳及

び精神障害者保健福祉手帳の

交付を受けている者が利用す

る場合 

5 割相当額 

介護を要する障害者の介護

者が、これらの者と利用する場

合 

全額 （介護を要する障害者

1 人について、介護者１人に

係る利用料金の全額を免除す

るもの） 

東北地方太平洋沖地震によ

る避難者 
5 割相当額 

③利用料金の還付業務 

規則第 5 条に規定する市長が定める基準に該当した場合に行う還

付業務 

ア 還付の判断基準  

開館時間内において、設備機器等の性能、安全性の低下等で、

施設本来の機能を果たさなくなり、利用者に対するサービスの提

供が困難で利用中止と判断した場合。 

イ 利用中止の判断 

指定管理者が市へ当日の状況を報告し、指示を受けたうえ判断

する。ただし、緊急の場合は、この限りでない。 

（５）サービス水準向上を目的とする利用者の満足度調査業務 

利用者数の向上かつ利用者の視点を取り入れた施設運営に向けて、

利用者の動向、満足度等を把握するために、毎年度前期・後期の 2 回、

利用者満足度調査を行い、データ収集、分析を行うこと。 

（６）消防法第 8 条に定める防火管理者に関する業務 

    火災、その他災害の予防と人命の安全、被害の軽減を図るため、防

火管理者 1 名を配置し、また危険物の取り扱いに支障のないようにす

るため、危険物取扱者（丙種）1 名を配置すること。 

 

６ リスク分担 

   市と指定管理者のリスク分担は原則、別紙「リスク分担表」に掲げる
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とおりとする。ただし、基本協定締結時に改めて市と協議の上、内容を

決定するものとする。また、同表に定める事項に疑義が生じ、又は同表

に定める事項以外の不測の事態が生じた場合は、市と指定管理者が協議

の上、リスク分担を定めるものとする。 

 

７ 保険 

利用者の事故等に対応するため、保険に加入すること。 

 （１）施設管理者賠償責任保険 

    施設・設備の不備及び管理上の瑕疵により、他人に損害を与えた場

合に、指定管理者が負担する賠償金を担保するもの。 

（２）補償内容 

補償内容については、市長と協議のうえ決定すること。 

 

８ 損害賠償 

（１）指定管理者は、本業務の実地について、自己の責に帰すべき理由によ

り市又は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければな

らないものとする。 

（２）指定管理者の責に帰すべき理由により指定管理者の指定が取り消され

た場合において市又は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償

しなければならないものとする。 

（３）損害賠償額は、市と指定管理者が協議の上、定めるものとする。                                                                 

 

９ 経理 

（１）指定管理者は、経理事務責任者の配置や金銭の保管方法など、経理事

務の方針や体制等のルールを定める経理規定を設定すること。 

（２）独立した会計帳簿と専用口座により、本業務に関する会計とその他の

会計を分けて管理すること。 

（３）事業計画書等を踏まえて年度ごとに予算を作成し、提出すること。 

（４）会計帳簿は複式簿記を原則とし、元帳と補助簿（電磁的記録によるこ

とも可）で構成する。収入及び費用は、各勘定科目ごとに会計処理を行

うこと。収入については、日計を行い、大人、子供の別、障害者、飲食

物売上、物販売上等分類して収入の構成が明らかになるよう集計をとる

こと。 

なお、市販の会計ソフトウエアによる電磁的記録方法によることも

できる。 

（５）収支を明らかにする決算書及び事業報告書を作成し、提出すること。 

（６）請求書、領収書等を整理し、５年間保管すること。なお、市長が必要

があると認めたときは、提示し又はその内容を報告すること。 
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10 個人情報保護 

   指定管理者は、管理業務の範囲内で、個人情報(八王子市個人情報保護条

例(平成 16 年八王子市条例第 33 号)第 2 条第１号に規定する個人情報をい

う。以下同じ。)の保護に関し市長と同等の責務を有するものとし、市長の

指示に従い、個人情報の保護のために必要な措置を講じること。 

 

11 情報セキュリティ 

「八王子市指定管理者における情報セキュリティガイドライン」に基

づき、指定管理者において、セキュリティ対策を図ること。 

 

12 業務の引継ぎ 

協定期間が終了した場合、及び自治法第 244 条の 2 第 11 項の規定に

より指定を取り消された場合は、湯ったり館の管理運営が遅滞なく円滑

に実施されるよう、後任の指定管理者等に対して業務の引継ぎを最大限

の努力をもって行うものとする。 

 

13 緊急時の対応 

（１）指定管理者は事故や災害等の緊急事態が発生した場合の対応及び原因

調査の対応者を定める。 

（２）施設の運営に著しい障害が発生したときは、速やかに市長に報告し対

応策を講ずること。 

（３）利用者が事故等にあったときは、速やかに応急処置及び安全対策を施

すとともに、医療機関等への搬送の手配を行い、その旨を市長に報告す

ること。 

（４）緊急事態に対応できるよう、緊急連絡網を整備すること。なお、緊急

連絡網については、市長に書面にて提出すること。 

 

14  災害応急活動 

（１）災害応急活動等 

 指定管理者は、災害時において、市が『八王子市地域防災計画』に基

づき行う災害応急活動等に協力するものとし、基本協定に定めることと

する。 

【協力業務の例】 

①市が行う救助・救急活動の実地、協力に関する事項。 

②利用者の避難誘導等安全確保に関すること。 

③災害時要援護者に対する支援に関すること。 

④前各号に挙げるもののほか、市が協力要請をした事項。 

（２）災害応急活動等に係る費用負担 
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市の要請に基づき、協力業務を指定管理者が実施した場合、市が必要と

認めた費用は、市が負担するものとする。指定管理者は、協力業務終了後、

当該業務に要した費用を市に請求するものとする。 

 

15 地域等との連携及び協力 

（１）戸吹町会が行う地元農作物の販売については、地域振興と併せて利用

者の利便性を高めるとともに、コミュニティの醸成にも寄与することか

ら、実施できるよう配慮すること。 

（２）現行の戸吹育成園の製作品の販売については、引き続き市で行政財産

使用許可を行う予定であるため、配慮し、連携・協力を図ること。 

 

16 環境対策 

業務の実施にあたり、「八王子市役所エコアクションプラン」及び「八

王子市役所環境マネジメントシステム」に従って取組むものとする。 

 

17 ＡＥＤの管理 

   ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の適正な管理に努め、甲に対して適時

適切な報告を行うこととする。 

   また、ＡＥＤを使用した救命行為に積極的に関与できるよう、研修の

受講等に努めること。 

 

18 防犯カメラの設置、運用 

   管理物件に設置する防犯カメラの管理及び運用については、「八王子

市が設置又は管理する防犯カメラの運用に関する要綱」に基づき適切に

行うものとする。 

 

19 その他 

（１）喫煙対策 

健康増進法の一部を改正する法律および東京都受動喫煙防止条例

により、喫煙対策を講ずるとともに、八王子市施設の受動喫煙防止に

関する基本方針に基づき館内禁煙とする。 

（２）遺失物の取扱い 

    遺失物法及び同法施行規則等に基づき、適切な取り扱いを行うこと。 

（３）施設等の原状変更 

    利用者の視点を取り入れ、又は効率的な管理（自主事業を含む。）

を行うにあたり、施設等の原状を変更したい場合は、市長の承諾を得

ること。 

施設等の原状を変更した場合は、指定期間の満了、又は条例第 14
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条の規定により施設等を返還するにあたっては、指定管理者の負担に

おいて原状に復すこと。 

ただし、市長が原状に復させることが適当でないと認めたときは、

この限りではない。 

（４）八王子市指定管理者制度ガイドラインに沿って行うモニタリングを年

3 回、及び年度末に実施する。 

（５）再委託にあたっては、契約事務に関し公正を期するとともに、疑義が

生じないようにすること。 

ただし、前記５維持管理業務要求水準（個別）の内容（１）から（６）

までの各項については、一括して第三者に再委託してはならない。 

（６）この仕様書に定めのない事項については、市長、指定管理者協議のう

え定める。 
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別紙 

区

分 
リスクの種類 リスクの内容 甲 乙 

甲

乙

協

議 

準 

備 

段 

階 

応募手続き 応募費用の負担に関するもの  ○  

募集要項 募集要項（関連資料を含む）の誤りによるもの ○   

準備手続き 
指定期間開始期における準備（引き継ぎ）費用の負担

に関するもの 
 ○  

事 

情 

変 

更 

法令等の変更 管理運営にかかる法令変更   ○ 

税制度の変更 

消費税率の変更   ○ 

法人税・法人市民税率の変更  ○  

上記以外で管理運営に影響する税率の変更   ○ 

物価変動 

人件費・物品費等の物価変動に伴う費用負担に関する

もの 
 ○  

著しい物価変動が発生した場合   ○ 

金利変動 金利変動に伴う費用負担に関するもの  ○  

需要変動 当初の需要見込みと実施結果との差異によるもの  ○  

不可抗力 

テロ、暴動、天災等の不可抗力による管理運営の変

更・中断等に伴う費用に関するもの 
  ○ 

テロ、暴動、天災等の不可抗力による施設・設備の復

旧費用に関するもの（合理性が認められる範囲） 
○   

業 

務 

執 

行 

業務内容の変更 

甲の指示により業務内容変更による経費の増加に関

するもの 
○   

乙の帰責事由により経費の増加に関するもの  ○  

災害応急活動 
甲の要請に基づき乙が協力業務に要した費用に関す

るもの 
○   

一部委託 
乙が甲の承認を得て、業務の一部を委託した場合に生

じた損害や経費の増加に伴うもの 
 ○  

債務不履行 

甲の協定内容の不履行に伴うもの ○   

乙の協定内容の不履行に伴うもの  ○  
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本表に定める事項に疑義が生じ、又は本表に定める事項以外の不測の事態が生じ

た場合は、甲と乙が協議の上、リスク分担を定める。 

（※）この場合の「第三者賠償」とは、施設の管理運営において、業務執行又

は施設、備品等の不備に起因して、事故等による施設利用者の怪我等や個人情

報の漏えい、騒音・振動等により第三者に対して不法行為等の損害賠償責任を

負う場合のリスクのこと。 

 

区

分 
リスクの種類 リスクの内容 甲 乙 

甲

乙

協

議 

業
務
執
行 

第三者賠償（※） 

乙の帰責事由により第三者へ損害を与えた場合  ○  

上記以外の場合 ○   


